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有床診療所の現在までの経緯

 1948年の医療法で、20床以上を病院、19床以下を診療所と定め
られた。

 第三次医療法改正で診療所における療養型病床群の設置が行な

われた。 (1998年)

 第五次医療法改正で診療所の「療養病床」以外の病床を「一般病

床」に含むこととなった。13条の48時間入院規制が撤廃された。そ

のうえで、病床が医療計画の基準病床の対象となった。 (2007年)

 2009年に療養病床だけでなく一般病床もショートステイ(短期入所

療養介護）として利用可能となった。
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有床診療所の現状

総施設数1 (H22.8) 10,645施設

総病床数1 (H22.8) 137,182床

病床規模2 (H21.10) １～９床 34.6%

１０～１９床 65.4%

在宅療養支援診療所3 (H20.10) 2,004施設（全体の17.4％）

診療所における年間死亡数4（H21） 27,802人

有床診療所の医師数5 （常勤） 15,050人

（非常勤） 3,386.6人

看護職員（総数）6 63,181.6人

総従業員数（総数）7 160,076.1人

出所：厚生労働省「平成20年医療施設（静態・動態）調査」

出所：1．厚生労働省「医療施設動態調査（平成２２年８月末概数）」 ２．厚生労働省「平成21年医療施設（動態）調査」。平成21年10月1日現在値。 ３．厚生労働省「平成20年医療施設（静態・動態）
調査」。平成20年10月1日現在値。 ４．厚生労働省「平成21年人口動態統計（死亡)」。調査期間は平成21年1月1日～ 平成21年12月31日。 ５．「平成20年医療施設（静態・動態）調査」（平成20年
10月1日現在値）。６．厚生労働省「平成20年度衛生行政報告例」。看護師および准看護師の常勤換算数を合計。７．厚生労働省「平成20年医療施設（静態・動態）調査」平成20年10月1日現在値。

病床の内訳

一般病床（122,037床）, 89.0
療養病床

（15,145床）
11.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

出所：厚生労働省「医療施設動態調査（平成２２年８月末概数）」。なお療養病床の内訳は平成20年時点で医療療養が11,432床、介護療養が6,087床。 「平成20年医療施設（静態・動態）調査」

診療科別 施設数内訳

内科系(n=4,211） 36.6 産婦人科系（n=2,792) 24.3

外科系
(n=1,136)

9.9

整形外科
（n=1,199）

10.4

小児科
（n=148）1.3

脳神経外科
（n=175） 1.5

泌尿器科
(n=297),2.6

眼科
（n=960）

 8.3

耳鼻咽喉科
（n=194） 1.7

皮膚科
（n=65） 0.6

その他
（n=323）

 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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有床診療所の現状

施設数は20年前の23,589施設から現在の10,645施設に、病床数は27.2万床

から13.7万床に減少している。

減尐の大きな原因は、看護職員の雇用問題、人件費問題である※1。また、開設者

の高齢化が進んでいるが※2 、病床を継承する医師や新規開業する医師が尐ない現

状がある。

無床化の理由（n=102 3つまで）

30.4

16.7

15.7

14.7

10.8

15.7

42.2

52.9

0 20 40 60 80

看護職員の雇用が困難・人件費が負担

高齢化や体力面の理由で継続困難

入院の必要性が低下

分娩を中止した

後継者の問題

医師の勤務負担が重い

医師の雇用が困難・人件費が負担

その他

出所：日医総研WP No.２０４「平成２１年 有床診療所経営実態調査」

※1 経営悪化で継続丌能となっているケースがある。例えば、看護職員７人の施設で入院期間31日以
降の入院基本料は現在500点(日)。 ※2 開設者の平均年齢：62.8歳
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国民の病床に対する意識

51.8

29.8

26.9

26.4

24.8

18.0

11.6

4.7

56.5

0 20 40 60 80

高齢者などが長期入院するための入

院施設や介護老人保健施設の整備 　

夜間や休日の診療や救急医療体制
の整備

医療従事者の資質の向上

心のケアや心の健康を保つための医
療の整備

地域の診療所と病院の連携

医療従事者の確保

訪問診療やホームヘルパー派遣など

在宅医療の整備

施設の環境整備や管理体制の強化

遺伝子治療などの先進医療の促進

国民が考える医療における最重点課題は「高齢者などが長期入院するための入院施

設」である。病院からの早期退院、病床の削減に対する丌安も高い。

国民が考える医療における重点課題（3つまで）
（n=1,313）

（％）
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71.9
76.2

75.2

80.7
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85.4

88.3
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大病になったときの医療費

病院から早期退院を促されること

病院の病床（療養病床）の削減

医師丌足の地域があること

療養中の精神的サポート 

国民（n=1,313）

患者（n=1,078）

丌安に感じること

（％）

国民の病床に対する意識

出所：日医総研WP No.180「第３回 医療に関する意識調査」
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入院患者の例と患者からみた有床診の病床

分娩
－青森市で

の例－

病院からの早期退院患者の回復期治療。退

院後に訪問診療を受ける。

急性増悪で緊急入院。

終末期では住み慣れた地域で患者や家族の

希望に応じた、緩和ケアと看取り。

かかりつけ医の産婦人科医が妊婦健診から分

娩、産後の管理まで行なう。

住み慣れた地域での分娩が可能。

ただし、ハイリスク分娩は高次機能の病院で。

後方支援
在宅医療
終末期

－長崎市
での例－

平均在院日数
一般病床１ ：17.9日
DPC病院2 ：14.5日

行き先の無い患者が
地域で増加

出所 1．厚生労働省「病院報告（平成２２年７月分概数）」

２．厚生労働省 「平成２１年度ＤＰＣ導入の影響評価に関する調査結果及び評価」

３．厚生労働省 「平成21年人口動態統計（出生）」出所：４ 日医総研WP No.125 「有床診療所の現状と課題 平成18 年改正と平成17 年実態調査報告 」 より n=118

有床診療所
に入院した

理由４

8.5%

1.7%

14.4%

22.0%

24.6%

31.4%

42.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

かかりつけ医がいる

近隣である

専門医がいる

評判が良い

他の医療機関の紹介

救急車で搬送された

その他

かかりつけ医がいることと、近隣であることが有

床診療所への入院の大きな理由。外来、入院、

在宅医療までの一貫した医療が可能。

入院
②分娩

①妊婦健診
　相談

自宅

有床診療所

在院日数　６日
正常分娩

③退院

④産後の相談

高次機能
病院

全国の分娩の47.2％（505、534件）3は
有床診療所で行なわれている。

　　
　

入院

在宅医療 ③急性増悪
(嚥下性肺炎）

急性期病院

②退院
在宅医療

①病院から早期
退院して入院

疾患名
（脳梗塞）
）在院日数　１３日

回復期治療
リハビリ訪問診療

経過観察
在院日数１４日
急性期治療

④退院

有床診療所
回復期
病院
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在宅医療・介護の地域連携の形

有床診療所は自ら在宅療養支援診療所となり、地域の在宅療養支援診療所の拠点となりう

る。また、医療必要度が高い要介護者のための病床、ショートステイや緊急入院も含む介護分

野でも利用可能。

医療と介護の両分野で身近な病床を利用することができる。

訪問看護ステー
ション

ケアマネジャー

有床診療所 訪問サービス

特養老健

小規模多機
能型居宅介

護
など

高専賃
有料老人
ホーム

通所サービス

ショートステイ
（短期入所サービス)

地域密着型居住系

入所系

訪問・通い・泊まり

自宅(在宅医療）

(他の）在宅療養支援
診療所

地域包括支
援センター

自
宅
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有床診療所の病床の機能

１．専門性の高い医療と緊急時の医療 専門手術や診断治療、２４時間体制で夜間も緊急入院可能

２．病院と在宅、病院と介護施設のつなぎを行なう受け皿 病院からの早期退院も含む後方支援病床

３．在宅医療の後方支援となる病床 在宅療養支援診療所となり、地域の在宅医療の拠点となる

４．終末期医療や介護を含むニーズの高まる分野での対応 患者の身近での終末期医療と介護支援

５．へき地・離島における唯一の入院施設

有床診療所の病床が果たしている５つの機能

30.1

47.1

31.7

31.9

25.2

27.0

6.1

8.1

5.9

11.0

45.6

29.4

42.7

43.3

48.6

55.0

10.8

17.6

8.5

11.0

11.0

9.0

5.5

5.4

2.7

7.9

6.3

7.1

8.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=960)

へき地・離島(n=17)

農村地帯・山間部(n=82)

小規模都市(n=483)

郊外・中規模都市(n=210)

都市中心部(n=111)

ほぼ毎日可能 週3～5日可能 週1～2日可能 ほとんど丌可能 無回答

ひとつの施設が複数の機能を有することが多い。

かかりつけ医が患者の生活背景等まで把握できている。

出所：日医総研WP No.２０４「平成２１年 有床診療所経営実態調査」

43.5％

夜間救急対応 －地域別
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病 院

介護
施設

在 宅

緩和ケア・
終末期

有 床 診 療 所
在宅医療の
後方支援

手術・急性期

緊急入院

分娩

なお、既存調査では入院患者のうち急性期患者が全体の19.8%、内科的治療とリハビリ患者が53.3%、終末期と緩和ケア患者
が5.3%。在宅医療からの入院患者は11.0%。分娩実施の産科施設は1,441施設で約9,000床が産婦人科で利用されている。

ショートステイ等

後方支援(受け皿）
病院・介護・

無床診療所・在宅

の間をつなぐ無床
診療所

一般病床 90万床
療養病床 33万床

病床の利用形態

14万床

出所：国立社会保障・人口問題研究所 「人
口統計資料集 2010年版」

将来推計人口の推移（75歳以上）

2,166.7
1,873.7

1,645.2
1,422.2

1,000

1,500

2,000

2,500

2010 2015 2020 2025 （年）

（万人）

＜参考＞
15年間で1.5
倍に増加。

現在の役割を維持して今後も病床をフルに活用することで、高齢社会でのニーズに対応できる。
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地域では切れ目のない医療・介護の提供が必要とされている。有床

診療所が対応できる幅広い患者層が存在している。

有床診療所の今後

地域医療を実践する診療所

が病床を持つことで、医療の幅

が広がり、若い医師の意欲や技

術の向上にもつながる。

小規模な病床を柔軟に活用

できることが重要。

地域住民の身近にある病床の社会的意義は大きい。承継や新規

開業する医師が増える、魅力ある施設として位置づけることが望まし

い。

特定機能病院
地域医療支援病院
一般病院・専門病院

有床診療所

無床診療所

入院

入院

外来

在宅
医療

病
院

診
療
所

外来
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 早期退院の受け皿の丌足

 看取りの場所への丌安

 介護サービスの丌足

 医師の丌足・偏在

 勤務医の疲弊

 救急・夜間の医療への丌安

 在宅医療の伸び悩み

 老老介護、独居高齢者

様
々
な
対
応
・
政
策

かかりつけ医
小回りのきく病床

緊急入院
後方支援病床

地域で専門医療
24時間体制

地域に密着

まとめ

地
域
で
の
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組
み
・方
策

地域での有床診療所の病床
利用は対応策の１つ

 選択と集中による医療介護
の隙間の発生

日本固有の有床診療所の位置づけを明確にして、少なくとも現在の14万床を地域で

柔軟に利用することが地域住民の安心感につながりうる。

地域医療の課題
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慢性期55%、亜急性
15%、終末期6%。
75歳以上が74%を占め
る。在宅医療からの患
者が1割を占める。

急性期17%、慢性
期49%、亜急性期
20%。
75歳以上が68%
を占める。

脳神経外科
(n=370)では、
急性期32%、リハ
ビリ患者20%

出所：日医総研WP 「平成20年有床診療所の現状把握のための調査」

「有床診療所の今後の展開にむけて 平成21年有床診療所実態調査より」

有床診療所の入院患者の現状 -診療科別-
（調査回答入院患者数（一般病床＋医療療養）=12,018）

要介護者は一般病床で17.6%、医療療
養病床患者のなかで37.8%

＜参考＞ 有床診療所の入院患者

認知症と診断されている患者の割
合 23.8%

内科
(n=4,149)

外科
(n=1,770)

手術21%、リハビリ
38%。入院目的は
多様。50%が75歳
以上。

分娩・手術79%。
亜急性期と慢性
期は合わせて17%
を占める。
※1施設平均288
分娩（年間）

白内障など専門手
術のための入院が
99%を占める。

整形外科
(n=2,534)

産婦人科
(n=1,304)

眼科・皮膚
科・その他

(n=293)


